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【トランプ大統領就任演説骨子】

♦他国支援で米国は消耗した。米国第一主義。国境、産業、雇用を守る ♦「米国製品を買い、米国人を雇用する」を2大ルールとする
♦同盟を強化し、新たな同盟を構築 ♦イスラム過激派によるテロを根絶

トランプ政権主要閣僚の通商政策、社会保障政策に関する発言

【国務長官 レックス・ティラーソン】
(エクソンモービルCEO)

・TPP「反対しない」

【財務長官 スティーブン・ムニューチン】(ゴール
ドマン・サックス幹部，トランプ陣営財務責任者)

・中国を為替操作国に認定する必要があれば、それは財務省の仕事

【商務長官 ウィルバー・ロス】
(トランプ氏経済顧問トップ、投資家)

・「NAFTAの見直しは、最初に対処しなければならない問題」。自動車産業に不利になると、
TPPも反対へ転じる。「トヨタや他の企業等に米国に工場を作ってもらう」
雇用創出に向け日本の自動車メーカー誘致を目指す考え

・貿易赤字削減に向け、輸出拡大を推進
・「世界で最も保護主義」「自由貿易推進と言っているが実態が追いついてない」と中国を批判
・ダンピングや海外政府の国内企業の補助金などでの優遇には対抗措置が欠かせないとの考え

【通商代表 ロバート・ライトハイザー】
(弁護士、レーガン政権USTR次席代表)

・対中強硬派。管理貿易の導入に実績あり
・1984-85年の日米鉄鋼協議交渉にて日本側を輸出自主規制に追い込んだことで一躍有名に
・オバマ政権に反ダンピング関税の適用を再三働きかけ。米当局にWTOルールを拡大解釈して
対中交渉を有利に進めるよう進言

・中国の通貨安を加算しての反ダンピング関税税率アップや、中国製品のセーフガード発動を検
討とされる

【大統領上級顧問兼主席戦略官 スティーブン・
バノン】(元海軍将校、元ゴールドマンサックス、
ウェブニュース会長，トランプ陣営最高責任者)

・不法移民の強制送還やイスラム教徒の入国禁止などトランプ氏の過激発言への影響力大

【大統領補佐官 国家通商会議(NTC)担当
ピーター・ナバロ】
(カリフォルニア大教授)

・主要閣僚唯一の経済学者
・著書などで外交・安全保障について中国への圧力強化を提唱
・アジアについての影響力は通商分野にとどまらないとの見方
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【レーガノミスクとトランプ氏主張の異同】

レーガノミクス ドナルド・トランプ

所得累進税率の最高税率引き下げ
○

（70％（就任前）→28％（最終））
○

（39.6％→33.0％）

累進段階の簡素化
○

（15段階（就任前）→14→5→2）
○

（7段階→3段階）

軍備の拡張
○

（軍事費拡大）
○

（軍事予算拡大を強調）

社会保障削減
○

（医療扶助、フードスタンプの厳格化）
△

（社会保障・メディケアは削減しないと公言）

その他政府支出 縮小
拡大

（インフラ投資拡大を公約）

金融政策
アンチインフレ政策

（マネーサプライの制限）
明確な言及無し

規制緩和
○

（石油・天然ガス価格、ケーブルテレビ、電信・電話、銀行分野）
○

（雇用関連規制の緩和、金融、エネルギー）

保護貿易
○

（自動車産業救済策、日本の対米自動車輸出の自主規制）
○

（NAFTA・TPPへの反対姿勢）
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（注）2015/7-2016/6の数値。赤字は基準値を超えている国
(出所）米財務省

【米財務省：為替報告書（監視リスト国・地域）】

（注）2016/10調査。横軸は回答者全体に対する割合
（出所）Pew Research Center

【米国：アメリカ人の雇用に悪影響を与える要因】

※ なお、NAFTA加盟国のメキシコには、米国は626億ドル
（2015/7-2016/6）の貿易赤字で、世界最大の移民数
受け入れ（過去20年間で540万人）
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